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〇 背景 

 地方公共団体における財務書類の整備については、総務省から平成１２年と１３年に普通会計

の貸借対照表（バランスシート）、行政コスト計算書及び地方公共団体全体のバランスシートの

モデルが示されて取組が始まり、平成１８年には基準モデルと総務省方式改訂モデルが示され、

財務書類の整備に積極的に取り組むこととされてきました。 

  その後、発生主義・複式簿記の導入、固定資産台帳の整備により客観性・比較可能性をもった

「統一的な基準」による地方公会計の整備の方針が平成２６年に示され、平成２７年１月の総務

大臣通知により、平成２９年度までの「統一的な基準」への移行を要請されました。 

本市においても、平成２８年度決算から統一的な基準により財務書類４表を作成しています。 

 

 

〇 効果 

 ・財務書類４表を作成することにより、富田林市が所有する全ての資産と債務が把握できるよう

になります。 

・発生主義によって現金主義会計を補完し、減価償却費などの見えにくいコストを正確に把握で

きるようになります。 

・固定資産台帳の整備により、公共施設マネジメント等への活用が可能となります。 

 

 

※表示単位未満の数字は四捨五入しています。端数処理をしていないため、合計・差額等が一致し

ない場合があります。 

 

 

  

はじめに 
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① 貸借対照表（バランスシート） 

・貸借対照表とは、会計年度末時点で市の所有する現金や建物・道路・土地などの資産や、その

形成のために投資された資金や借金などの負債がどのくらいあるかを示すもので、資産・負債・

純資産（資産と負債の差額）の３つの要素から構成されています。 

・左側に市民の財産や権利など、将来にわたる様々な行政サービスを提供する「資産」、右側に

それを築くための借入金など将来の世代が負担することになる「負債」、国や府からの補助金、

市税などにより過去及び現世代が負担し、返済の必要がない「純資産」として記載されていま

す。 

 

 令和３年度決算における貸借対照表の概略（一般会計等） 

資産（現時点で保有する資産） 

８３,８９４百万円     

（前年度比４２６百万円）    

負債（将来世代への負担） 

３７,２６４百万円     

（前年度比▲１,００４百万円）    

                （前年度比） 

事業用資産   ５５,１６７百万円（▲1,111） 

（市役所、学校などの土地・建物など） 

うち土地  ３１,４５４百万円 

うち建物  ２３,０７７百万円 

インフラ資産  １４,７８２百万円（▲33） 

（道路、橋などの土地・設備など） 

うち土地    ９,７６０百万円 

うち工作物   ４,９３９百万円 

基金      １１,１７６百万円（1,598） 

現金預金     １,４３０百万円（189） 

その他     １,３３９百万円（▲217） 

                （前年度比） 

地方債     ３０,３５６百万円（▲1,021） 

退職手当引当金  ５,９０３百万円（77） 

賞与等引当金     ５４９百万円（▲53） 

その他       ４５６百万円（▲7） 

 

純資産 

（過去及び現世代の負担。資産と負債の差額） 

４６,６３１百万円     

（前年度比１,４３０百万円）    

 

純資産合計   ４６,６３１百万円（1,430） 

 

資産合計 

８３,８９４百万円     

（前年度比４２６百万円）    

負債及び純資産合計  

８３,８９４百万円     

（前年度比４２６百万円）    

 

令和３年度は、前年度に比べ、資産が約４億２,６00 万円の増となりました。主な要因は、小中

学校や公共施設の屋上防水等改修工事による増（約３億円）、道路・橋梁の長寿命化工事や新規認

定による増（約２億円）、物品・ソフトウェアの増（約１億円）、財政調整基金、公共施設整備基金

などへの積み立てによる基金の増（約１６億円）、現金預金の増（約２億円）、減価償却iによる減（約

▲２２億円）などです。 

 また、負債が約１０億円の減となりました。主な要因は、退職手当引当金iiの増（約８千万円）、

繰上償還などによる地方債残高の減（約▲１０億円）です。 

 資産から負債を引いた純資産は約１４億４,０00 万円の増となりました。 

                                                   
i 減価償却：固定資産等で時間の経過とともに価値が減少するものの減少した価値を、使用可能期間にわたって分割して費用とし

て計上すること。 
ii 引当金：将来の特定の支出や損失に備えるため、あらかじめ見込額を負債として計上しておくもの。 

退職手当引当金：在職する全職員が退職したと仮定した場合に支払うこととなる退職手当要支給額を負債として計上しておく

もの。 

一般会計等における財務書類４表の概要 
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② 行政コスト計算書 

・行政コスト計算書とは、４月１日から３月３１日の一年間において、行政サービスの提供に掛

けた費用（経常的な費用）と、それに対応する使用料・手数料などの収益（経常的な収益）を

比較して示すものです。 

・経常的な費用と収益の差額である純行政コストによって、一年間の行政活動のうち、資産形成

に結びつかない経常的な行政サービスについて、税収等でまかなうコストがどのくらいあるの

かが明らかになります。 

 

令和３年度決算における行政コスト計算書の概略（一般会計等） 

費用合計（行政サービスに掛けた費用） 

４３,２２１百万円     

（前年度比▲８,５４８百万円）    

収益合計（行政サービス利用者の負担等） 

１,６９６百万円     

（前年度比３８８百万円）    

                （前年度比） 

 人件費      ８,４４６百万円（37） 

（職員の給与など） 

物件費等     ９,１４４百万円（303） 

（業務委託、減価償却、備品購入費など） 

補助金等      ８,２２９百万円（▲9,356） 

（団体や市民への補助金） 

社会保障給付  １２,５３１百万円（716） 

（介護保険や国民健康保険の給付費など） 

他会計への繰出金 ４,４３１百万円（▲171） 

（介護保険や国民健康保険会計などへの繰出） 

その他       ４４０百万円（▲77） 

                 （前年度比） 

使用料・手数料    ８５７百万円（36） 

（行政サービスの利用者が負担する手数料等） 

その他収益      ８３１百万円（347） 

（競艇配分金、雑入など） 

資産売却益        ７百万円（5） 

（市有財産の売却による収入） 

 

純行政コスト（税収及び国府等補助金でまかなうコスト） 

４１,５２５百万円     

（前年度比▲８,９３６百万円）    

 

 令和３年度は、前年度に比べ、純行政コストが約８９億３,６00 万円の減となりました。 

主な要因は、新型コロナワクチン接種事業などによる物件費等の増（約３億円）、介護・訓練等

給付費事業などによる社会保障給付の増（約７億円）があったものの、新型コロナウイルス感染症

に伴う特別定額給付金の終了などによる補助金等の減（約▲９４億円）、企業会計への繰出金の減

（約▲２億円）などの影響で全体として減となりました。 
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③ 純資産変動計算書 

・純資産変動計算書とは、貸借対照表に示される純資産の変動を明らかにするものです。 

・総額としての純資産の一年間の変動に加え、それがどのような財源や要因によって年度内で増

減したかの情報を表示します。 

 

  令和３年度決算における純資産変動計算書の概略（一般会計等） 

前年度末純資産残高 

４５,２０１百万円     

（前年度比▲１,８４５百万円）    

年度中の純資産の増減 

１,４３０百万円     

（前年度比３,２７５百万円）    

                    （前年度比） 

純資産の増加      ４２,７３７百万円（▲5,783） 

うち税収等        ２６,１９２百万円 

うち国府等補助金     １６,５４５百万円 

純行政コスト     ▲４１,５２５百万円（8,936） 

（税収等でまかなうコスト） 

その他           ２１８百万円（122） 

 

本年度末純資産残高 

４６,６３１百万円     

（前年度比１,４３０百万円）    

 

 令和３年度は、前年度と比べて純資産が約１４億３,０００万円の増となっています。 

 主な要因は、税収や国府等補助金等の財源が、地方交付税や地方消費税交付金の増はあったもの

の、特別定額給付金事業の終了などにより前年度より約５８億円減少し約４２７億３,７００万円

となったこと。また、行政コスト計算書で解説した要因によって純行政コストが前年度と比べて約

８９億円減少し、約４１５億２,５００万円となったことなどです。 

 

 

  

行政コスト計算書より 
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④ 資金収支計算書（キャッシュフロー計算書） 

・資金収支計算書とは、一年間における行政活動に伴う現金等の資金の流れを、「業務活動収支」

「投資活動収支」「財務活動収支」の３つの性質別に表示したものです。 

・本市がどのような活動に資金を使ったかを表示しています。 

 

 令和３年度決算における資金収支計算書の概略（一般会計等） 

業務活動収支（行政サービス実施による収支） 

３,０５２百万円  

（前年度比３,１２６百万円） 

  

業務支出   ▲４０,９９３百万円（前年度比▲8,303） 

業務収入    ３８,６４３百万円（2,476） 

臨時支出       ▲３百万円（▲8） 

臨時収入    ５,４０４百万円（▲7,662） 

 

投資活動収支（固定資産の購入・売却による収支） 

▲１,８３４百万円  

（前年度比▲２,１４８百万円） 

  

投資活動支出  ▲３,６０３百万円（833） 

投資活動収入   １,７６９百万円（▲1,315） 

 

財務活動収支（借入・返済による収支） 

▲１,０２１百万円  

（前年度比▲８０１百万円） 

  

財務活動支出  ▲３,０８４百万円（89） 

財務活動収入   ２,０６２百万円（▲712） 

 

本年度資金収支額        １９６百万円 

（前年度比１７７百万円） 

  

＋ 

前年度末資金残高         ７７９百万円 

（前年度比１９百万円） 

| | 

本年度末資金残高         ９７５百万円 

（前年度比１９６百万円） 

＋ 

本年度末歳計外現金残高        ４５６百万円 

（前年度比▲７百万円） 

| | 

本年度末現金預金残高        １,４３０百万円 

（前年度比１８９百万円） 

 

 令和３年度の資金収支額は、収入が支出を約１億９,６00 万円上回る単年度黒字となってお

り、前年度と比べて約１億７,７00 万円の増となっています。 

歳計外現金は約７００万円減少しましたが、単年度黒字が大きかったため、繰越金である前年

度末資金残高等を足した本年度末現金預金残高は、前年度と比べて約１億８,９00 万円の増とな

りました。  

主な業務支出 

 物件費等支出     ▲６,９６５百万円 

社会保障給付    ▲１２,５３１百万円 

主な業務収入 

税収等収入     ２６,２２３百万円 

国府等補助金収入 １０,７３３百万円 

主な投資活動支出 

公共施設整備費     ▲６９５百万円 

基金積立金      ▲１,８５１百万円 

貸付金支出     ▲１,０５７百万円 

主な投資活動収入 

 基金取崩収入      ２５３百万円 

 貸付金元金回収   １,０６５百万円 

 

主な財務活動支出 

 地方債償還支出   ▲３,０８４百万円 

（うち繰上償還分     ▲６８６百万円） 

主な財務活動収入 

地方債発行収入    ２,０６２百万円 

貸借対照表の現金預金と一致 
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○ 本市では、「一般会計等」「全体会計」「連結会計」ベースでそれぞれ財務書類４表を作成して

います。対象となる会計の範囲は下図のとおりです。 

 

 

  

 

　　・大阪府後期高齢者医療広域連合

　　・大阪広域水道企業団

　　・南河内環境事業組合

　　・大阪府都市競艇企業団

　　・富田林市福祉公社

　　・富田林市文化振興事業団

　　・富田林市公園緑化協会

　　・富田林学校給食株式会社

　　・富田林市社会福祉協議会

　　・国民健康保険事業特別会計

　　・介護保険事業特別会計

　　・後期高齢者医療事業特別会計

　　・水道事業会計

　　・下水道事業会計

　　・一般会計

　　・南河内広域行政共同処理事業特別会計

一般会計等ベース

全体会計ベース

連結会計ベース

財務書類の対象となる会計 
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① 貸借対照表（バランスシート） 

 令和３年度決算における連結会計の貸借対照表の概略 

資産 

１７０,３３２百万円     

（前年度比▲１,０１７百万円）    

負債（将来世代への負担） 

９２,８３５百万円     

（前年度比▲３,２３６百万円）    

                （前年度比） 

事業用資産  ５６,６８２百万円（▲1,679） 

うち土地  ３２,３１７百万円 

うち建物  ２３,６３１百万円 

インフラ資産  ８１,１５５百万円（▲1,036） 

うち土地   １３,２２５百万円 

うち工作物 ６４,６０４百万円 

基金      １４,１３９百万円（1,803） 

現金預金     ７,０１５百万円（▲550） 

その他        １１,３４１百万円（445） 

 

                  （前年度比） 

地方債     ５０,５４３百万円（▲1,340） 

引当金      ７,３６９百万円（3） 

その他     ３４,９２３百万円（▲1,899） 

 

純資産 

７７,４９７百万円     

（前年度比２,２１９百万円）    

 

純資産合計   ７７,４９７百万円（▲2,219） 

 

資産合計    

１７０,３３２百万円     

（前年度比▲１,０１７百万円）    

負債及び純資産合計  

１７０,３３２百万円     

（前年度比▲１,０１７百万円）    

 

 令和３年度は、前年度と比べて、資産が約１０億１,７００万円の減となりました。その主な要

因は、南河内環境事業組合の設備更新完了によって装置など物品が増（約９億円）となったもの

の、下水道事業会計等における減価償却などによる減少額（約▲１５億円）が資産の増を上回っ

たことです。また大阪広域水道企業団の比例連結割合が前年度に比べて約 0.2 ポイント低下した

ことで、連結資産が減少（約▲９億円）したことも要因となっています。 

 また、負債は約３２億３,６００万円の減となりました。主な要因は、一般会計の繰上償還などに

よる地方債残高の減（約▲１０億円）、下水道事業会計の地方債償還が進んだことによる地方債残

高の減（約▲８億円）や長期前受金iiiが収益化されたことによる減（約▲８億円）、大阪広域水道企

業団の比例連結割合低下に伴う減（約▲５億円）などです。 

 資産から負債を引いた純資産は約２２億１,９００万円の増となりました。 

 

  

                                                   
iii 長期前受金：公営企業会計において、資産取得時に財源とした補助金等のこと。資産の減価償却に応じて長期前受金戻入とし

て収益化される。 

連結会計における財務書類４表の概要 

 



- 8 - 

 

② 行政コスト計算書 

 令和３年度決算における連結会計の行政コスト計算書の概略 

費用合計    ８７,３００百万円 

（前年度比▲８,１０９百万円）    

収益合計      ９,７４３百万円 

（前年度比▲９３百万円）    

                 （前年度比） 

 人件費     １０,１２１百万円（▲35） 

物件費等    １４,７９６百万円（▲42） 

補助金等     ４６,０４７百万円（▲8,348） 

社会保障給付  １２,５３５百万円（716） 

その他           ３,８０１百万円（▲400） 

 

                 （前年度比） 

使用料・手数料     ４,２６４百万円（110） 

その他収益         ５,４７２百万円（▲207） 

資産売却益               ７百万円（5） 

 

純行政コスト   ７７,５５７百万円 

（前年度比▲８,０１６百万円）    

 

令和３年度は、純行政コストが約８０億１,６００万円の減となりました。その主な要因は、一

般会計で実施した特別定額給付金事業が終了したことによる補助金等の減（約▲９４億円）、水道

事業会計の受水費などの物件費や維持補修費の減（約▲２億円）、国民健康保険事業会計の費用増

（約３億円）、介護保険事業会計の費用増（約２億円）、後期高齢者医療広域連合の費用増（約６

億円）などです。 

 

 

③ 純資産変動計算書 

 令和３年度決算における連結会計の純資産変動計算書の概略 

前年度末純資産残高    ７７,５５７百万円 

（前年度比１９６百万円）    

年度中の純資産の増減    ２,２１９百万円 

（前年度比２,０２３百万円）    

                     （前年度比） 

純資産の増加            ８０,０１８百万円（▲5,053） 

うち税収等               ４３,４１２百万円 

うち国府等補助金         ３６,６０６百万円 

純行政コスト          ▲７７,５５７百万円（8,016） 

その他           ▲２４２百万円（▲940） 

 

本年度末純資産残高    ７７,４９７百万円 

（前年度比２,２１９百万円）    

  

令和３年度は、前年度と比べて、純資産残高が約２２億１,９００万円の増となりました。その

主な要因は、一般会計で特別定額給付金事業が終了したことなどにより純行政コストが減（約▲

８９億円）となり、事業終了に伴い国庫補助金なども同様に減（約▲７６億円）となったもの

の、普通交付税や地方消費税交付金など税収等が増（約１８億円）したことなどによる純資産残

高の増（約 14 億円）、水道事業会計で純行政コストの減（約▲３億円）による純資産残高の増

（約２億円）、下水道事業会計で前年度末残高増による純資産残高の増（約５億円）、南河内環境

事業組合の純資産残高の増（約３億円）、大阪広域水道企業団の比例連結割合低下に伴う減（約▲

４億円）などです。 
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④ 資金収支計算書（キャッシュフロー計算書） 

 令和３年度決算における連結会計の資金収支計算書の概略 

業務活動収支          ５,２３１百万円 

（前年度比２,４２６百万円） 

投資活動収支         ▲４,８３２百万円 

（前年度比▲２,８０５百万円） 

財務活動収支          ▲８４５百万円 

（前年度比▲７１７百万円） 

本年度資金収支額        ▲４４６百万円 

（前年度比▲１,０９７百万円） 

＋ 

前年度末資金残高         ７,１０２百万円 

（前年度比７５２百万円） 

＋ 

比例連結割合変更に伴う差額    ▲９７百万円 

（前年度比▲１９８百万円） 

| | 

本年度末資金残高        ６,５５９百万円 

（前年度比▲５４３百万円） 

＋ 

本年度末歳計外現金残高       ４５６百万円 

（前年度比▲７百万円） 

| | 

本年度末現金預金残高            ７,０１５百万円 

（前年度比▲５５０百万円） 

  

令和３年度は、前年度と比べて、年度末現金預金残高が約５億５,０００万円の減となりまし

た。その主な要因は、一般会計で普通交付税など業務活動収入の増などによる増（約２億円）、水

道事業会計で昨年度の資金収支の赤字が、地方債発行額の増（約２億円）などによる本年度の資

金収支の黒字を上回ったことによる減（約▲３億円）、下水道事業会計で公共施設等整備支出の増

（約３億円）などにより資金収支が赤字となったことによる減（約▲２億円）、大阪府後期高齢者

医療広域連合で補助金等支出の増などにより業務活動支出が増となり資金収支が赤字となったこ

とによる減（約▲２億円）などです。 
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○ 住民１人当たりの資産 [総資産÷人口] 

 ・資産額を住民基本台帳人口ivで除して住民１人あたり資産額としたものです。 

   令和３年度の資産額は、前年度と比べて一般会計等では増加、連結会計では減少しました。

また人口は約１,０００人の減となっております。 

一般会計等では資産が増加し人口が減少したため１人当たり資産が１万１千円増となりま

した。一方、連結会計では資産の減少率が人口減少率を下回ったため５千円増となりました。 

 

   一般会計等ベース  ７７万円  （前年度： ７５万９千円） 

   連結会計ベース  １５６万３千円（前年度：１５５万８千円） 

 

 

 

○ 住民１人当たりの負債 [総負債÷人口] 

 ・負債額を住民基本台帳人口で除して住民１人あたり負債額としたものです。 

   令和３年度の負債額は、前年度と比べて一般会計等及び連結会計ともに減少しており、1 人

当たり負債額は、一般会計等では６千円減、連結会計では２万１千円減となっています。 

 

   一般会計等ベース  ３４万２千円（前年度：３４万８千円） 

   連結会計ベース   ８５万２千円（前年度：８７万３千円） 

 

 

  

                                                   
iv 人口：令和４年１月１日の人口（１０８,９８９人）で計算。 

（参考：前年度 令和３年１月１日の人口 １０９，９９４人） 

財務書類の数値を用いた指標 
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○ 住民 1 人当たりの行政コスト [純行政コスト÷人口] 

 ・行政コストを住民基本台帳人口で除して住民 1 人当たり行政コストとしたものです。資産形

成につながらない行政サービス等が住民一人当たりいくらかかっているのかを表しています。 

   令和３年度の行政コストは、前年度と比べて一般会計等、連結会計ともに減となり、1 人当

たりの行政コストは、一般会計等では７万８千円減、連結会計では６万６千円減となっていま

す。 

 

   一般会計等ベース  ３８万１千円（前年度：４５万９千円） 

   連結会計ベース   ７１万２千円（前年度：７７万８千円） 

 
 

 

〇 歳入額対資産比率 [総資産÷歳入総額] 

 ・歳入の総額に対する資産の比率を算出することにより、これまでに現金等（フロー）を使って

形成された資産（ストック）が、単年度あたりの歳入の何年分にあたるかを表すことで、資産

形成の度合いを測ることができます。 

   令和３年度は、前年度と比べて、資産総額は増となり、歳入総額が減したため、歳入額対資

産比率は０.２３ポイント増となりました。 

 

一般会計等ベース  １．７２（前年度１．４９） 
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○ 有形固定資産減価償却率 [減価償却累計額計÷有形固定資産取得価額計] 

 ・有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を算出することに

より、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握すること

ができます。有形固定資産減価償却率は１００％に近いほど償却資産の老朽化が全体として進

行しつつあり、近い将来に施設等の維持更新のための投資が必要となる可能性が高くなります。 

   令和３年度は、前年度と比べて、一般会計等で１.９ポイント増、連結会計で１.６ポイント

増となっており、大規模な施設の更新等がなかったため資産の償却が進んでいます。 

 

   一般会計等ベース  ６６．２％（前年度：６４．３％） 

   連結会計ベース   ５０．１％（前年度：４８．５％） 

 
 

 

○ 純資産比率 [純資産÷総資産] 

 ・地方公共団体が所有する資産のうち純資産の部分は、過去及び現世代の負担によるもので、負

債の部分は将来の返済が必要なものとして将来世代が負担することになります。そのため、純

資産の変動は、将来世代と過去及び現世代との間で負担の割合が変動したことを意味します。

将来負担を過重にしないためにも純資産比率は高いほうが良いとされています。 

   令和３年度は、前年度と比べて、一般会計等で１.４ポイント増、連結会計で１.６ポイント

増となっており、全体で将来世代が負担する割合が減となっています。 

 

   一般会計等ベース  ５５．６％（前年度：５４．２％） 

   連結会計ベース   ４５．５％（前年度：４３．９％） 
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〇 将来世代負担比率（社会資本等形成の世代間負担比率）  

 [地方債残高÷有形・無形固定資産合計] 

 ・有形固定資産等の社会資本等について、資産形成された額の財源のうち、将来の償還等が必要

な負債（臨時財政対策債など資産形成に寄与しない負債は除く）によって調達された割合を比

較することにより、社会資本等形成に係る将来世代の負担の程度を把握することができます。 

   令和３年度は、前年度と比べて一般会計等で０.７ポイント減となっており、純資産比率と

同様に将来世代が負担する割合が減となっています。 

 

   一般会計等ベース  １９．６％（前年度：２０．３％） 

 

 

 

〇 基礎的財政収支（プライマリーバランス） [業務活動収支＋投資活動収支] 

 ・資金収支計算書上の業務活動収支（支払利息支出を除く。）と投資活動収支（基金積立金支出

及び基金取崩収入を除く。）を合算したもので、地方債に係る歳入・歳出を除いた収支のバラ

ンスを示しており、社会保障や公共事業などの行政サービスに係る経費を、市税等の税収でど

れだけ賄えているかを示す指標です。 

ただし、基礎的財政収支は国家財政の財政健全化に関しては重要な指標と位置付けられてい

ますが、原則として赤字公債vに依存することができない地方公共団体の財政に関しては、健全

化を判断する比率とは異なるとされています。また、基礎的財政収支には地方債の発行収入が

算入されないことから、地方債を発行して公共施設の整備を行った場合、整備費用は基礎的財

政収支に算入されますが、その財源となる地方債は算入されず、収支が悪化する構造となって

います。そのため、基礎的財政収支が黒字であるか赤字であるかは、市の財政状況を一概に評

価できるものではないといえます。 

   令和３年度は、前年度と比べて、約３２億２千万円基礎的財政収支が改善しました。主な要

因は、地方交付税の増による租税収入の増（約１４億円）、富田林病院建替事業に係る支出が

減少したことによる補助金等支出の減（約▲９億円）などにより業務活動収支が約３１億円改

善したことによるものです。また、令和 2 年度に比べて道路・橋梁の長寿命化工事や小中学

校の大規模改修等の投資活動支出が少なかったことによる公共施設等整備費支出の減（約▲３

億円）などにより投資活動収支も約１億円改善しました。なお、財務活動収支を含めた年度内

の資金収支は、約１億９,６００万円となっています。 

 

 一般会計等ベース ２９億３,６３９万円（前年度：▲２億８,８４１万円） 

 

  

                                                   
v 赤字公債：国や地方自治体が一般会計の歳入不足を補うために発行する赤字国債や赤字地方債の総称。 
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〇 受益者負担の割合 [経常収益÷経常費用] 

・行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担の金額

であるため、これを経常費用（行政サービス提供に係る負担）と比較することにより、行政

サービスの提供に対する受益者負担の割合を算出したものです。 

   令和３年度は、前年度と比べて、一般会計等の経常費用は、特別定額給付金終了などにより

大幅に減少したため、受益者負担の割合は１.４ポイント増となりました。 

また連結会計では、都市競艇企業団の収益が減したことなどで、０.８ポイント増にとどまり

ました。 

 

一般会計等ベース   ３．９％（前年度： ２．５％） 

   連結会計ベース   １１．１％（前年度：１０．３％） 

 

 

 


